
 

 

  

 

 

 

   
 

 

 

 
 

 

 

 

農地中間管理事業の概要 Ver2.2 

 

2.0 

 

広島県農地中間管理機構 
一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団 

 



 

 

 

■略記の説明 

 

「機構法」 

  農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25年 12月 13日

法律第 101号） 

 

「機構」 

  広島県の農地中間管理機構に指定された「一般財団法人 広

島県森林整備・農業振興財団」 

 

「法附帯」 

  農地中間管理事業法律案及び農業の構造改革を推進するため

の農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する等の法律案に

対する附帯決議 

 

「基盤法」 

  農業経営基盤強化促進法（昭和 55年 5月 28日法律第 65号） 

 

「方針」 

  広島県農地中間管理事業の推進に関する方針（平成 26年 3月

24日制定） 

 

「実施規程」 

  一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団 農地中間管理

事業実施規程（平成 26年 3月 26日制定） 

■用語の定義 

 

「借受希望者」 

  農地の受け手。具体的には，経営発展のために必要となる農

用地等の借受を希望する「集落法人」「農業参入企業」「認定

農業者」「認定就農者（認定新規就農者）」及び「農業経営を

行うＪＡ出資法人・ＪＡ」等の担い手のこと。 

 

「借受者」 

  農用地利用配分計画が認可され，農地中間管理機構から農地

の賃貸借権等を取得した借受希望者のこと。 

 

「農用地利用配分計画」 

  農地中間管理機構から借受希望者に農地を貸付ける際に，農

地中間管理機構が作成する計画。都道府県知事が認可して公

告することにより農用地等の利用権が設定される。 

 

「貸付希望者」 

農地中間管理事業により農用地等の貸し付けを希望する農用

地等の所有者等のこと。 

 

「貸付者」 

  基盤法第 18条による農用地利用集積計画が公告（又は農地法

第 3条の届出）され，農地中間管理機構に賃借権等（農地中

間管理権）を設定した貸付希望者のこと。 

 

「農地中間管理権」 

  農地中間管理事業の実施により，借受希望者に貸し付けるこ

とを目的として，農地中間管理機構が取得する「賃借権また

は使用貸借による権利」等のこと。 



 

 

 

１ 農地中間管理事業の創設 

■ 国における背景

■ 広島県における背景 

 

  

【担い手が利用する面積】 

 

 

 

※農林水産業・地域の活力創造プランより 

 

 

【経営力の高い担い手育成目標（H32）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担い手への農地集積目標（H32）】 

 

 

※2020広島県農林水産業チャレンジプランより 

集落法人             345 

  ビジネス拡大型 50 

  経営発展型  125 

  地域貢献型  170        1,850 

農業参入企業     170（55）   経営体 

認定農業者（一般法人）  190 

認定農業者（個別経営） 1200 

※（55）は集落法人に位置づけられたタイプで内数 

H21 6,100ｈａ  →  Ｈ32  20,000ｈａ 

（現状 Ｈ24）  （10年後） 

 

国   農地の 50％  農地の 80％ 
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農地中間管理機構を設立し機構が農地中間管理事業を実施します 

 

農地中間管理事業の目的 

① 担い手の経営規模の拡大 

② 農用地の集団化 

③ 新規参入の促進 

④ 未活用農地の有効活用 

 

農地中間管理機構の機能 

① 出し手の農地を集約化して受け手へ貸付け 

② 貸付けを行うまでの農地の管理 

「農地中間管理権」 

農地中間管理事業の実施により受け手に貸付けることを

目的として機構が取得する賃借権等 

 

 

２ 農地中間管理事業の概要 

■ 事業の実施 

農
地
中
間
管
理
権 
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  農地中間管理機構の活用 

貸付希望者（農地の出し手） 借受希望者（農地の受け手） 

農地中間管理事業により農用地等の貸し付けを希望する農用地等の所有

者等のこと 

 

○個々の所有者と交渉する必要がなく，契約更新や賃借料の支

払いも一度にできます。 

○窓口が明らかになり，企業や新規就農者も農地が借りやすく

なります。 

○規模拡大とともに面的にまとまった農地を借りることが可能と

なり，作付けや作業の効率化等生産性の向上につながります。 

 

 

○各地域の人・農地プランの作成・見直しの話し合いの中で，地域でまとまって機構に農地を貸付け，地域内の農地利用の再編成を進

めることができます。 

○大規模な農地集積により，産地の育成・強化につながります。 

○要件を満たせば，機構集積協力金のうち，地域集積協力金の交付を受けることができます。 

地 域 全 体 

       

 

○契約期間が終了すれば農地は確実に返ってきます。 

○機構が借地料を支払うので安心・確実で手間が省けます。 

○機構に預けている間は農地の管理が不要です。 

○機構に預ければ「特例付加年金」を受給できます。 

○要件を満たせば，機構集積協力金のうち経営転換協力金・

耕作者集積協力金の交付を受けることができます。 

 

 

 農
地
中
間
管
理
権 

経営発展のために必要となる農用地等の借受を希望する「集落法人」

「農業参入企業」「認定農業者」「認定就農者（認定新規就農者）」及び

「農業経営を行うＪＡ出資法人・ＪＡ」等の担い手のこと 

３ 
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監

総務部 総務課

林業振興課

研究機関担当支所

八本松事業所

(農業ジーンバンク）

庄原事業所

三次事業所

管理課

森林直営課

林業振興部

支所統括

北広島支所

管理課

森林直営課

三次支所

農
地
中
間
管
理
機
構
長

専
務
理
事

農地中間管理機構事務局

農業振興部

農地管理課

農業振興課

１ 指定 

○指定日 平成 26年 3月 26日 

○団体名 一般財団法人 広島県森林整備・ 

農業振興財団 

 

２ 組織・体制 

○一般財団法人 広島県森林整備・農業振興

財団の常勤役員に，農地中間管理事業など農

業分野を担当する専務理事（兼）農地中間管

理機構長を設置するとともに，農地中間管理

業務を行う課を設置。 

○執行体制を確立するため，県職員を派遣。 

○地域駐在コーディネータを市町と調整のうえ， 

派遣する予定。 

 

（一般財団法人 広島県森林整備・農業振興財団ホームページ） 

http://hsnz.jp 

 

【財団の組織図】 

【機構の業務内容】 

部・所名 課等 業務内容 

農地中間管理機構

農業振興部 

農地管理課 ◆農地中間管理事業に関すること 

農業振興課 
◆集落法人など農業経営体の安定、高度化支援に関すること 

◆農林水産事業者の６次産業化の支援に関すること など 

○理 事 長 梶保節男 

 

○専務理事 梅田憲弘 

【農地中間管理機構長】 

 

○常務理事 横田 武 

課員６名 

（うち３名県派遣職員） 

広島県農地中間管理機構の組織体制 

４ 

 

 



 

 

 ３ 農地中間管理事業の推進における関係機関の役割 

県 

●機構の適正な業務を監督（基本方針の策定，農地中間管理機構の指

定，機構の役員，事業規程，業務委託の認可・承認，農用地利用配分

計画の認可・公告等） 

●関係機関の連携，推進体制の整備 

●機構集積協力金等の交付 

●担い手の育成確保と経営発展支援 

中央会 ●農地中間管理事業への協力 

●JAの取組みを支援 

農業会議 
●農地中間管理事業への協力 

●農業委員会の取組みを支援 

○基本方針の策定（機構法第 3条） 

○機構の指定（機構法第 4条） 

○機構の指定の取り消し（機構法第 15条） 

○農地中間管理事業評価委員会委員の認可（機構法第 6条） 

○機構役員の選任及び解任（機構法第 7条） 

○農地中間管理事業規程の認可（機構法第 8条） 

○農地中間管理事業の事業計画の認可（機構法第 9条） 

○機構に対する監督命令（機構法第 13条） 

○農用地利用配分計画の公告・認可等（機構法第 18条） 

○業務一部委託の承認（機構法第 22条） 

○報告徴収及び立入検査（機構法第 30条） 

○農地中間管理事業への協力（機構法第 24条） 

役割等に関する法令等根拠 主な役割 

市町 

●人・農地プランの作成・見直し 

●農用地利用集積計画の策定・公表 

●農用地利用配分計画案の作成 

●農業者等による協議の場の設置 

●機構集積協力金等の交付 

※機構業務への協力等（窓口業務，出し手，受け手の掘り起こしとマ

ッチング等） 

○農用地利用集積計画の策定・公表（基盤法第 18，19条） 

○農用地利用配分計画案の提出協力（機構法第 19条，法附帯 7） 

○農業者等による協議の場の設置等（機構法第 26条） 

○機構業務の一部受託（方針 4（5）） 

○農地中間管理事業実施における連携・協力（機構法 24条，方針 6） 

ＪＡ 

農業委員会 

※機構業務への協力等（窓口業務，出し手，受け手の掘り起こしとマ

ッチング等） 

※人・農地プランの策定に向けた地域での話し合い活動の促進など 

○農地中間管理事業への協力（機構法第 24条） 

○機構業務の一部受託（方針４（５）） 

●農地台帳，地図システムの整備 

●農用地利用集積計画の決定 

●農用地利用配分計画案への意見 

●農地の利用状況調査 

●農地中間管理事業への協力（市町受託業務等）への協力 等 

○農地台帳等の作成・公表（農地法第 52条の 2，第 52条の 3） 

○機構業務の一部受託（方針４（５）） 

○農地の利用状況調査（農地法第３０条） 

○農地中間管理事業への協力（機構法第 24条） 

等 

○農地中間管理事業への協力（機構法第 24条） 

５ 

 

 



 

 

 ４ 農地中間管理事業の実施における基準・ルール等 
（「一般財団法人 広島県森林整備・農業振興財団 農地中間管理事業実施規程」の概要） 

１ 事業を重点的に実施する区域の基準

等 
適切な人・農地プランを作成し，農用地等の流動化に取り組む区域や農用地等の利用の効率化及び高度化を促進する効果が高い区域としま 

す。 

２ 農地中間管理権を取得する農用地等の基準

等 
次のすべてを満たすものとします 

① 耕作放棄地など，農用地等として利用することが著しく困難な農用地等以外。 

② 当該募集区域の借受希望者の数，応募内容，その他の事情を勘案し農用地等の貸付が行われる見込みがない農用地等以外。 

③ 当該農用地等の利用の効率化及び高度化の促進に資すると認められること。 

④ 当該農用地等の賃貸借料が，近傍の整備状況等が同程度の農用地等の賃貸借料や生産条件等からみて適切であると判断されること。 

※耕作放棄地などのうち，貸し付けが確実に見込まれる農用地等で，借受希望者に集積することで効率的に活用できる場合はこの限りではありません。 

３ 地域の状況把握 

① 募集の時期：原則年 2回（7月から 8月，11月から 12月）に実施します。追加募集もあり。 

② 募集の区域：市町又はこれより小さい範囲（人・農地プランの合意形成の範囲を参考に，空白区

ができないように設定。区域の農用地等の特徴や担い手状況を明示します。区域の

設定は市町の意見を聞いて決定します。） 

③募集の告知と期間：財団のホームページへ掲載します。募集期間は原則 30日間です。 

④ 借受希望者の応募：募集の区域で農用地等の借受けを希望する場合，借受けを希望する農用地の

種別や条件，借受ける期間，借受ける理由等とともに，農業経営状況を明ら

かにして上記の募集期間に申し込みます。 

⑤ 借受希望者の公表：応募された方は，一般財団法人 広島県森林整備・農業振興財団のホームペ

ージ上で公表します。（公表項目：氏名，募集区域内か外かの別，新規参入

か，借受希望農用地等の種別や面積など） 

４ 借受希望者の募集等 

機構は，市町と連携し農地流動化 

の機運の醸成に努めるともに，次

の項目など地域の状況把握を行い

ます。 

① 人・農地プランの作成・見直

しの状況 

② 借受を見込める担い手の有無 

③ 農用地流動化に向けた機運の

状況 

④ 耕作放棄地の現状及び今後の

耕作放棄地の活用の見込み 

 

 

６ 

 

 



 

 

 

 ●募集の時期：原則年 2回（7月から 8月，11月から 12月）に実施します。また必要に応じ追加募集も行うこととします。 

●募集の区域：市町又はこれより小さい範囲（人・農地プランの合意形成の範囲を参考に，空白区ができないように設定）。 

市町の意見を聞いて決定 

●募集の方法：一般財団法人 広島県森林整備・農業振興財団のホームページへ掲載します。 

●借受希望者の応募：募集の区域で農用地等の借受けを希望する場合，借受けを希望する農用地の種別や条件，借受ける期間，借受ける理由等とと

もに，農業経営状況を明らかにして上記の募集期間に申し込みます。 

●借受希望者の公表：募集に応じた方は，一般財団法人 広島県森林整備・農業振興財団のホームページ上で公表します。 

（公表項目：氏名，募集区域内か外かの別，新規参入か，借受希望農用地等の種別や面積など） 

７ 農用地利用配分計画の決定（貸付先の決定）方法 

６ 農地中間管理権の取得の方法 

貸付希望者からの申出があった場合等には，当該者及び農用地等の面積や区画・形状等営農条件に関する情報をリスト化します。 

 

５ 貸付希望者の把握 

① 貸付希望者から申出のあった農用地等のうち借受希望者とのマッチングが可能な農用地等のリストを作成します。 

② 借受希望者に可能な限り短期間で転貸できるタイミングで貸付希望者から借受けることにより，滞留期間を極力短くします。 

③ 貸付希望者から機構への借受け（農地中間管理権の取得）は農用地利用集積計画の策定等によるものとします。 

④ その期間については，その農用地等の所有者（当該農用地等について所有権以外の使用及び収益を目的とする権利を有する者を含む。）

との協議結果を踏まえるとともに，特段の理由が無い限り 10年間以上とします。 

〔基本原則〕 

① 農用地等の借受希望者の規模拡大又は借受希望者が営農を行う経営耕地の分散錯圃の解消に資すること。 

② 募集区域内において効率的かつ安定的な農業経営を行っている農業者の経営に支障を及ぼさないようにすること。 

③ 募集区域内において新たに設立された集落法人や新規参入をした者が効率的かつ安定的な農業経営を目指す取組を阻害しないようにす

ること。 

④ 地域農業の健全な発展を旨としつつ，借受希望者のニーズを踏まえて公平・適正に調整すること。 

 

〔優先配慮〕 

① 募集区域内の合意に基づき，集落法人を設立する場合。 

② 担い手相互間等で利用権の交換を行う場合。 

③ 当該農用地等に隣接して農業経営を営んでいる借受希望者がいる場合。 

④ 借受希望者の中に，募集区域内の担い手がいる場合。 

⑤ 募集区域内に担い手がおらず，募集区域外から担い手を参入させる場合。 

なお，該当する借受希望者が複数の場合は，現在経営している農用地等との位置関係，当該貸付希望者の希望条件との適合性，地域

農業の発展に資する程度を考慮し順位を決定します。                          （次ページにつづく） 
７ 

 

 



 

 

 

９ 農地中間管理権の設定及び移転に係る契約等の解除 

※貸付先の決定にあたっては，当該募集区域の人・農地プランの内容を考慮し決定します。 

※機構から借受者への貸付期間：貸付先の経営の安定・発展に配慮し，特段の理由が無い限り 10年間以上とすることを基本とします。 

当該地域の農地利用の効率化・高度化を進める上で必要な場合には，一定期間後に農地利用の再配分がで

きるような期間とするものとします。 

※機構は，農用地の利用の効率化及び高度化の促進を図るため，特に必要があると認められる場合は，農用地等の所有者に対し農地中間管

理権の取得に関する協議を申し入れることができることとなっています。 

 

８ 賃料の水準等 

① 近傍の整備状況等が同程度の農用地等の借地料を踏まえ設定します。 

② 賃貸借契約を締結する相手方と協議の上設定します。 

③ 機構が農地中間管理権を取得した農用地等の借地料は，機構と借受者との賃貸借契約が締結されるまでの間は無料とします。中途解約

により返還された場合も同様とします。 

９ 農地中間管理権の設定又は移転に係る契約等の解除 

次のいずれかに該当するときは，あらかじめ知事の承認を受けて，中間管理権に係る契約の解除を行います。解除に当っては，当該農用地

等の所有者と事前に協議を行います。 

① 農地中間管理権の取得後，２年間を経過してもなお当該農用地等の貸付けを行うことができる見込みがないとき。 

② 災害その他の事由により農用地等としての利用を継続することが著しく困難となったとき。 

③ 貸付された農用地等が適正に利用されていないと認められるとき。 

④   

１０ 事務手数料 

機構はあらかじめ知事の承認を受けたうえで，賃貸借料とは別に農地中間管理事業に係る手数料を徴収することができる。 

８ 

 

 



 

 

 １１ 農用地等の利用条件改善業務の実施基準 

10年間以上の期間で中間管理権の取得を行い，かつ次のいずれかに該当する場合は，利用条件改善業務を行うことができる。  

① 当該農用地等の貸付が確実に見込まれ，その貸付先が利用条件改善を希望している場合。 

② 当該農用地等の利用条件改善を行うことにより，当該農用地等の貸付けが長期間確実に行われると見込まれるとき。 

 

 ※なお具体的な実施の方法は，Ｐ１２，１３「 」を参照してください。

１２ 相談又は苦情に応じるための体制 

機構に相談又は苦情に応じる窓口を設置します。 

 

１３ 市町等との連携 

人・農地プランの作成主体である市町，関係団体と連携を密にして，情報共有を図りつつ業務推進します。 

 

※業務の一部（窓口業務，出し手，受け手の掘り起こしとマッチング等）につきましては，市町のご協力をお願いします。 

委託することが適当な業務については，委託予定先の同意を得た上で，知事の認可を受けて委託します。 

 

 

※業務委託とは別に，機構は市町への業務の一部（窓口業務，出し手，受け手の掘り起こしとマッチング等）のご協力に対して，「農用地

利用配分計画案作成にかかる協力金」として，農用地利用配分計画案の認可数に応じて協力金を支払います。 

１４ 業務委託 

９ 

 

 



 

 

 

貸付希望者 

（農地の出し手） 

 

借受希望者 

（農地の受け手） 

農地中間管理機構 

農用地利用配分計画 

 

機構に貸付け 機構から借受け

00け 

市  町 
意向調査 公募への働きかけ 

 

市町の農用地利用集

積計画公告（基盤法） 

 

出し手から借受け 受け手に貸付け  

県の農用地利用 

配分計画認可公 

告 

中心的経営体に 

位置付け 

農地の出し手に 

位置付け 

農地中間管理機構による農地の借受け・貸付けのしくみ 

  

定期的に借受希望者の募集

を行い公表します。 

機構はマッチング終了後，農用

地利用集積計画の公告により

出し手から農地を借り受けま

す。（農地中間管理権の取得） 

機構は農用地利用配分計画

の決定方法に基づいて，借受

希望者の中から受け手を選定

します。 

 
 

県の認可を受けることで，

機構から借受希望者に賃

借権が設定されます。  

申込み 

貸付希望農用地リスト 

借受希望者 

公表一覧 マッチング 

作成 作成 
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随時，貸付希望者から農用

地等の貸付希望の申し出を

受け，マッチング可能な農用

地等をリスト化します。 

借受農用地等 

リスト 

借受希望者リスト 

申込み 
作成 

人・農地プラン 

機構は農用地利用配分計画

「案」の作成を市町に協力依

頼し，市町は農業委員会の意

見を聴取し「案」を作成しま

す。 

機構は農用地利用配分計画

を定め，県へ認可申請しま

す。 



 

 

 

  

「農地の借受け」 「農地の貸付け」 

貸付希望者 借受希望者 市町・農業委員会 機構 機構 市町・農業委員会 

②市町へ申し出 

⑥貸付期間，賃料等
の交渉 

⑪農用地利用集積

計画の公告 

 
⑫農地中間管理

権を取得 

④ 借受希望候補者

への声かけ 

③ 借受希望者の募

集 ⑤ 借受希望者募集

に応募 

⑦ 借受希望者公表

一覧により公表 

⑧ 借受農用地等リストと借受希望者の希望内容

とのマッチング 

⑨借受希望者へ契約内容（貸付条件等）の説明。

貸付期間，賃料等の交渉 

⑪農用地利用配分計

画案を作成 

県 

⑱認可 

公告 

⑰公告 

縦覧 

⑲ 借受希望者へ 

賃借権の設定 
⑲機構から 

賃借権を取得 

① 広報資料等による事業の周知 

③貸付希望申込み

のとりまとめ 

（貸付希望農用地

等リスト作成） 

 

④貸付希望農用地リストの農用地等につい

て精査 
（農地情報の照合，圃場位置・権利関係の確

認，農地基本台帳，登記事項証明書の入手，圃

場地図の収集，整備事項が同程度の圃場の賃料

水準の把握等） 

⑤借受農用地等リ

スト作成 

⑧権利移動書類作

成 

⑦貸付条件等同意 

⑩とりまとめ 

⑨貸付同意 

⑫農用地利用配分計

画案内部協議、決定 

⑬権利移動書類作成 

（全部事項証明書入

手） 

⑮ とりまとめ 

⑯ 農用地利用配分 

計画認可申請 

⑭ 借受同意 

① 募集区域の照会 ② 募集区域の設定 

⑥ 借受希望者リス

トの作成 

⑩ 借受条件等同意 

1１ 

 



 

 

 

市町･土地改良区

地権者

借受者（担い手）

中間管理機構

金融機関

返済

長期借入

地代
XX円/10㌃

地代
XX円/10㌃

YY円/10㌃

※地代（XX）円/10㌃は、近傍類
似価格で設定

※滞留２年で解約
地代の徴収、支払いは消滅

簡易な条件整備（市町等が実施主体）

農業基盤整備促進事業を活用 ※実施要件①農業競争力の強化に向けた取組を行う地域
②総事業費200万円以上
③受益者数2者以上

補助残一括納入

農地中間管理機構から借受者に権利移動して事業参加するパターン

◆農地中間管理事業と基盤整備について 
 

① 機構を活用して基盤整備事業に取組む場合には，地権者の了解及び借受者が基盤整備後の農地を必ず借り受けることが条件となります。 

② 機構に農地を預けて基盤整備を行うと，受益者負担なしで基盤整備が行えるわけではありませんが，機構集積協力金や国庫補助事業を活用すれ

ば，受益者の負担は小さくなります。 

③ 簡易な条件整備とは，換地を伴わない基盤整備のことです。 

④ 国庫補助事業を活用した基盤整備は，機構を活用しなくても実施できますが，機構を活用した場合には地権者等に次のメリットがあります。 

・要件を満たせば機構集積協力金を受け取ることができます。 

・機構に農地を預けた後に基盤整備事業を行う場合，貸し付けるまでの農地の管理は機構が行いますので，負担が小さくなります。  など 

⑤ このしくみの中で借受者の経営が成り立つか否かの判断を行ったうえで，取り組んでください。 

⑥ 農地中間管理機構は各種基盤整備事業の実施主体とはなりません。 

  ※事業の実施主体：事業に関する全責任を負うものであり，地権者からの負担金の徴収，金融機関からの借入，補助金事務等事業に関する諸手

続きを行うほか，事業実施後の管理も行う。 

1２ 

 



 

 

 

（土地改良3条資格）

（土地改良3条資格）

（土地改良3条資格）

県・市町

中間管理機構

地権者

借受者（担い手）

土地改良区等金融機関
返済

長期借入

賦課金請求

賦課金支払

国・県
（農業担い手支援課）賦課金補助

賦課金請求

賦課金請求

貸付（期間中）

滞留2年間で
解約

事業費補助金

国

事業費補助金
3条資格者の移転と
賦課金支払債務者

土地改良事業への参加（県営で実施） ※事業参加者（耕作者）であれば、農地の使用収益権の移動とともに債務は移転する

農業競争力強化基盤整備事業を活用 ※実施要件①農地整備：受益面積20ha以上（中山間地域は10ha以上），農地集積率50%以上
②水利施設整備：受益面積200ha以上

賦課金支払

賦課金支払

農地の中間管理権を取得後，
借受者に貸付けていない期間

は，賦課金を負担。

農地を借受けている期間は，
賦課金を負担。

農地が返ってくれば賦課金を
負担。

1３ 

 



 

 

 

 

■農地中間管理事業の活用事例
〔①人・農地プランの作成により中心経営体として明確にされた担い手へ農地を面的に集積〕

貸付希望者

借受希望者

農地中間管理機構

（現時点） （2年後まで）（アクション）

経営転換協力金の交付

※地域集積協力金の活用も可能

人・農地
プラン
作成活動

各農家がそれぞれ
農業をしているが

いつまでできるかわか
らない状況

担い手が明確になっ
ていない状況

法人設立準備

農地中間管理機構が借受け
（農地中間管理権取得）

賃料収入

農地中間管理機構が
貸付け

法人設立

人・農地プラン
作成

●中心経営体の位
置づけ
●中心経営体への
農地集積
●中心経営体の経
営の発展性
●中心経営体の経
営発展を地域船体で
サポート 認定農業者

規模拡大準備
認定農業者
【規模拡大】

1４ 

 



 

 

 

 

■農地中間管理事業の活用事例
〔②産地の育成・強化につながる大規模農地集積〕

貸付希望者

借受希望者

農地中間管理機構

（現時点） （2年後まで）（アクション）

経営転換協力金の交付

※地域集積協力金の活用も可能

人・農地
プラン
作成活動

当分の間耕作されて
いない大規模な農地

が存在

当該農地を借入希望
する候補者が存在

産地振興作物による
経営計画
営農準備等

農地中間管理機構が借受け
（農地中間管理権取得）

土地改良区・市町等
が事業主体となって
農地の利用条件改
善を実施

賃料収入

農地中間管理機構が
貸付け

就 農
（産地の核となる担い手へ）

人・農地プラン
作成

●中心経営体の位
置づけ
●中心経営体への
農地集積
●中心経営体の経
営の発展性
●中心経営体の経
営発展を地域船体で
サポート

1５ 

 



 

 

 

 

■農地中間管理事業の活用事例
〔③担い手への農地集積と分散錯圃の解消〕

貸付希望者

借受希望者

農地中間管理機構

（現時点） （今後）（アクション）

各自相対で担い手へ
貸付けている状況

複数の担い手が点在
して農地を集積してい
る状況

農地中間管理機構が借受け

農地中間管理機構が貸付け

耕作者集積協力金の交付

面的な農地集積による効率的な経営を実現

※地域集積協力金の活用も可能

人・農地
プラン
作成活動

人・農地プラン作
成

特に

担い手の分散錯圃を
解消するため，

担い手相互の話し合
いを起点とした取り組
みが有効

1６ 

 



 

 

 

■農地中間管理事業の活用事例
〔④新規就農者の育成〕

今後営農は困難
な状況であるか

候補者が
存在しているか

就農までの間
農地管理できる

市町・ＪＡ等の研修受講

農地中間管理機構が借受け

資金確保等就農準備

最大2年間賃料がな
いなどの条件の同意

2年後までの就農実現に
むけた取組み計画

農地中間管理機
構が貸付け

就 農
（産地の核となる担い手へ）

賃料収入

【ポイント】
現時点で，「貸付希望者」と2年以内に確実に就農することが見込まれる「借受希望者」が存在し，かつ就農までの農地の管理を受託する者が実在して
いるか。

貸付希望者が農地の管理が困難な状況であるか。
新規就農者希望者の就農を支援するための研修制度等により支援する体制があるか。
※地域集積協力金の活用も可能である。

貸付希望者

借受希望者
（新規就農者等）

農地中間管理機構

↓
委託先

（現時点） （2年後まで）（アクション）

経営転換協力金の交付

※地域集積協力金の活用
も可能

人
・農
地
プ
ラ
ン

作
成
活
動

受託者が
就農時まで
農地を管理

人・農地プラン作成

●中心経営体の位置づけ
●中心経営体への農地集
積
●中心経営体の経営の発
展性
●中心経営体の経営発展
を地域船体でサポート

委
託

1７ 

 



 

 

 

広島県農地中間管理機構 
一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団 

〒730-0051 広島市中区大手町四丁目 2番 16号 

電話（082）541-6192 ＦＡＸ（082）541-5177   

ホームページ  http://hsnz.jp 

メールアドレス  kikou@hsnz.jp 


